
低炭素社会の構築 環境にやさしい
お買い物

気候変動の原因とされる地球温暖化は、CO2など温室効果ガスの増加が原因といわれています。日本では2011年の東日本大震災で省エネの意識が
高まったものの、原子力発電から再生可能エネルギーへの移行が進まず、火力発電など化石燃料での発電に頼り、さらにCO2が増加しています。
しかし、地球温暖化は地球環境保全の最大の課題です。この解決には再生可能エネルギーを創造し、そして私達が暮らし方を見直し、
ライフスタイルを低炭素型に変えていくことが必要です。ユニーは店舗を低炭素型にすること、そして「環境にやさしいお買い物」を提案し
お客様と一緒に低炭素社会実現による地球温暖化防止に努めます。

｜低炭素社会｜ 低炭素社会の構築

地球温暖化とは

フロン排出抑制法への対応

容器包装削減活動とリサイクルによるCO2削減効果（環境省「3R行動見える化ツール」プロジェクトによる）

低炭素社会を目指すエコストア

電気自動車の充電スタンドを設置

家電リサイクル

低 GW P・ノンフロン製品への転換

環境にイイこと、
プラス。

エコ・ファーストの約束
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地球環境の現状
　CO2などの温室効果ガス（GHG：Green House Gases)の
増加により、地球表面から出てくる赤外線が吸収・再放出され
大気中に熱が溜まり、地球温暖化が進んでいるといわれていま
す。本来自然界で発生したCO2は、森林や海洋による吸収によ
りバランスが取れていたのですが、人間が化石燃料（石油や石
炭、天然ガスなど）を消費するようになり、吸収しきれなくなっ
てしまいました。
　地球温暖化は、化石燃料をエネルギーとして電気を起こした
り、自動車を走らせたり、冷暖房に使用することにより温室効果
ガスを排出し、また熱を放出していることが原因といわれていま
す。このまま地球温暖化が進むと、100年後には大気中の温室
効果ガスがさらに増加し、平均気温が上昇し、多くの生き物が
生存できなくなるといわれています。

CO2排出量を減らすための取り組み
　地球温暖化の原因といわれているCO2の多くは工場や輸送で発生していますが、私達の日常生活からの量も少なくありません。家庭での電
気製品や自動車の使用だけではなく、スーパーの買い物由来のCO2もあります。例えば石油を使った温室栽培の野菜や果物、飛行機で運ばれ
た輸入食品も、旬の作物や地産地消の食品に比べると、CO2の発生は多いのです。また商品の容器包装やレジ袋もゴミになり焼却すれば
CO2が発生します。商品を選ぶとき、旬のもので地元産のもの、容器包装の少ないものを選びレジ袋を断れば、それだけCO2の発生が抑えら
れ、低炭素社会に貢献できます。

フロン排出抑制法の概要／～所有者・使用者による排出の抑制義務～

ノンフロン冷蔵ケース
　テラスウォーク一
宮の青果売場にフロ
ンガスを使用しない
CO2冷媒を用いた
ノンフロン冷蔵ケー
スを導入しました。
地球温暖化の原因
物質の排出を抑える
狙いがあります。
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●レジ袋を辞退すると、1枚につき30.8gのCO2が削減できます。
　ユニーが2006年に使用したレジ袋 …… 3億3,363万枚
　ユニーが2014年に使用したレジ袋 …… 6,845万枚
　 差引 2億6,518万枚削減（CO2は2006年度対比8,250tの削減）

●リサイクルボックスで回収すると
　アルミ缶1㎏で8.6㎏のCO2削減
　牛乳パック1㎏で0.5㎏のCO2削減
　食品トレイ1㎏で6.3㎏のCO2削減
　ペットボトル1㎏で3.6㎏のCO2削減

　ユニーの大型店舗のアピタ店舗やモール店舗では、お客様の多
くは自動車で来店されます。ガソリンの自動車は、CO2やその他の
排気ガスを排出します。そこで、環境にやさしい来店方法として電
気自動車を使っていただくために、充電スタンドの設置を推進して
います。お客様のお買い物中に充電していただくことができ、遠方
からも安心して来ていただけます。2015年7月時点で、充電スタ
ンド設置店舗は45店舗、普通充電器56台、急速充電器4台です。

電気自動車充電スタンド ＊ 急速充電器設置
★普通・急速充電器設置
※1店舗2台設置もあります

リサイクルボックス

アピタ稲沢店　室外機

ノンフロン冷蔵ケース

電気自動車充電スタンド設置店舗

　ユニーでは循環型社会構築のための活動として、お客様と一緒
に「容器包装の3R」を行っています。使用済みの容器包装をリサ
イクルボックスで回収する、レジ袋を購入すれば繰り返し使う、マ
イバッグやマイバスケット持参でレジ袋を使用しない、といったこと
が容器包装の3R活動です。これらの活動は資源循環だけでなく、
CO2の発生抑制に貢献し地球温暖化防止につながることが環境省
のプロジェクトに参加し数値化することで確認できました。

お店探検隊で推進するエコストア
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温室効果ガス（GHG）

地球温暖化の一番の原因は
二酸化炭素！！

2014年度リサイクル回収によるCO2削減量

日本環境協会がアピタ千代田橋
店の環境展に出展

岐阜県●アクアウォーク大垣
　　　●ラスパ御嵩
　　　●アピタ岐阜店
　　　●アピタ美濃加茂店
　　　●ピアゴ可児店

愛知県
●ポートウォークみなと
●アピタ千代田橋店
●アピタ名古屋南店
●アピタ鳴海店
●ピアゴ ラ フーズコア
　アラタマ店
●リーフウォーク稲沢
●テラスウォーク一宮
●ヴェルサウォーク西尾
●ラスパ太田川
●アピタ阿久比店

神奈川県
●アピタ長津田店 

埼玉県
●ピオニウォーク東松山★
●ベニバナウォーク桶川
●アピタ本庄店＊

群馬県
●けやきウォーク前橋

静岡県
●プレ葉ウォーク浜北
●アピタ静岡店
●アピタ初生店
●アピタ富士吉原店
●ピアゴ浜松泉町店

山梨県
●ラザウォーク甲斐双葉 

石川県●ラスパ白山
　　　●アピタ松任店＊ 
　　　●ピアゴ金沢ベイ店

富山県
●アピタ富山東店

福井県●アピタ敦賀店 
　　　●アピタ福井大和田店＊

奈良県
●アピタ西大和店 

●アピタ安城南店
●アピタ大府店
●アピタ刈谷店
●アピタ木曽川店
●アピタ江南西店
●アピタ知立店
●アピタ東海荒尾店
●アピタ豊田元町店
●ピアゴ新城店
●ピアゴ蟹江店
●ピアゴ尾西店

 

茨城県
●アピタ佐原東店

1 簡易点検・定期点検の
実施

2 漏洩を発見した場合、速や
かに漏洩箇所を特定し修理

3 機器整備に関する履歴の
記録・保存 4 算定漏洩量の報告

フロン類と自然冷媒

CFC
（R12 ほか）

HCFC
（R22 ほか）

HFC
（R１３４a、R410A ほか）

CO2

（自然冷媒） 

性　質 フロン排出
抑制法 規制概要種別

（冷媒番号） オゾン破壊係数 地球温暖化係数
大

0.8 ～ 1.0
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小
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大
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大
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大
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ー

該当

該当

該当

非

1995年末に
製造中止

2020年までに
原則全廃

　地球温暖化とオゾン層破壊の原因になるフロンの排出抑制を目的に、フロン排出抑制法が2015年4月1日に施行されました。業務用エア
コン、冷凍冷蔵機器の管理者に、機器およびフロン類の適切な管理が義務付けられました。
　ユニーでは、総務部を中心にグループ環境社会貢献部、建設部、サン総合メンテナンスから部署横断のタスクフォースを作って対応に当た
りました。法律が施行された4月には、「フロン排出抑制法 対応マニュアル」を策定し、店舗での管理運用を開始しました。

エコマーク小売店舗認定第1号のアピタ千代田橋店
　名古屋市のアピタ千代田橋店は、日本環境協会が新たに認定基準を
制定したエコマーク小売店舗第1号として2012年1月27日に認定されま
した。その後2013年、2014年とエコマーク認定期間が継続されました。
ユニーは持続可能な社会を目指し、店舗で具
体的に実践しています。その活動と成果がエ
コマーク小売店舗の認定基準に達していると認
定されたのです。特に評価された項目は、次
のとおりです。

　家電リサイクル法に定
められた冷 蔵 庫・洗 濯
機・エアコン・テレビの4
品目を、お客様の家庭か
ら回収しています。しかし、
家電製品を取り扱う店舗
が年々縮小しているため、
回収量は減少しています。

　古い機器の多くに特
定フロンのR22が使用
されています。オゾン層
保護法によって2020年
の生産が廃止されてい
るため、低GWP・ノンフ
ロン製品への転換を迫
られています。
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家電リサイクル回収実績

●食品リサイクルループを実践し生産した野菜な
どを販売、さらにその工程を消費者に見学や
農業体験を通して伝えていること。

●容器包装廃棄物削減とリサイクル推進の取り
組み。

●消費者交流などによる環境啓発活動の実施。




